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I はしがき
会計の視点から環境問題に接近するに際して必要な作業は，対象領域の特
定である。従来，会計は企業行動を対象として，その経済的諸側面の測定・
伝達を主なる職能としてきた。この観点から見れば，かかる経済的諸側面に
影響を及ぼす外的要因が，会計にとって環境因子と考えられる。そこには，
インフレ，為替変動，公害，人的・物的資源等が含まれる。しかしながら，
近年，それらは各々独立した研究領域を形成しており， 会計上環境問題と
48(432) 第 24 巻第 5 号
は，公害を含めて，大気・水質等の自然界の諸資源に及ぼす企業行動の影響
を指すものと限定されている傾向にある。本稿で対象とするのも，この意味
の痕境問題である。
ところで，企業と環境との関係は，言い換えてみれば，企業が現境保全に
対して果している，ないしは果そうとしている責任の問題である。会計がこ
の問題に接近するアプローチは種々考えられうるが，本稿では，そのうち，
最近，企業の社会的責任の問題との関連で論じられる環境情報の開示問題に
焦点を当てようとするものである。
環境問題と会計の関係の検討に際しては，かかる関係の検討に即座に入る
よりも，さし当っては，その関係を離れて，更に広い視野から，環境問題が
会計と係わるに至った背景を明らかにして，環境問題に関する正確な現状隠
識を得る必要があろう。
I[ 背景
1) わが国における企業に対する社会的責任の要求の増大
企業にとって環境問題は，解決を迫られている緊急な課題ではあるけれど
も，今日，企業に対する要求は多様化し，企業の社会的責任として論じられ
ている。そこで，この問題が生じた背景をまず探っておこう。
企業の社会的責任の内容・定義については，責任を遂行する企業間でも，
また企業行動によって影響を受ける市民の間でも，各々立場によって異にし
ている。最近，通産省が市民・企業双方に対する30項目にわたる意識調査実
施結果の分析にもとずいて， 「企業行動の現状と問題点」と題する実証的研
究調査報告書を発表した。 それによると， 企業が果すべき社会的責任とし
(1) 
て，市民の間で強く要求されている問題として，次の項目を挙げている。
1. 財・サービスの供給に関して
(1) 通商産業省産業政策局「企業行動の現状と問題点ー産業と社会の調和ある関係
を求めて一」 （通商産業調査局 1977年） 44-47頁
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ィ．安価かつ安定的供給
ロ．・アフクーサービスの強化
ハ．明確な品質表示
ニ．安全な財・サービスの供給
2. 廃棄物処理・公害防止
3. 雇用の安定，職場の安全性，能力の開発
4. 新技術の開発，省資源・省エネルギーヘの努力
5. 消費者・地域住民との対話の促進
6. 従業員のための福利厚生施設の充実
7. 緑地の増大，地元住民の雇用，福利厚生施設の開放，地域行事への参
画，寄附等の企業能力の社会的活用
上記の項目の中には，財・サービスの低廉安定供給のように，従来から企
業が本来果すべき経済的機能と考えられてきた項目も含まれているが，廃棄
物処理・公害防止のように最近10年間のうちに特に強調され始め，法的措置
によって義務付けられるようになった項目もある。なぜこのような硯象が硯
われ始めたのか。その 1つとして，国民の価値観の変化をあげることができ
る。前記通産省企業行動報告書は「世論調査の結果によれば，昭和45年(1970
年）を境に高度経済成長についての反対意見は賛成意見を上廻り，以後，反
対意見が急速に増大するに至った」ことを指摘して， 「所得水準の上昇に伴
ぃ，…国民は経済的農かさのみならず，美しい国土，澄んだ空気，清らかな
(2) 
水，そしてより人間性豊かな生活を希求するに至った」と述べている。
他方，企業行動が社会に及ぼす影響の負の側面が顕現化しはじめたことも
大きな原因の 1つである。同報告書はその影響として，①環境汚染，③過密
(3) 
化の昂進，⑧市場の攪乱等をあげている。 ' 
環境汚染は昭和30年代 (1955年ー1965)に進行し，昭和45年 (1970年）に
はその深刻度は最高潮に達した。その原因は，当時の高度経済成長政策のも
(2) 前掲書 15頁
(3) 前掲書 13頁ー15頁， 173頁
50(4糾） 第 24 巻第 5 号
とで，経済成長は市場機構の作用によって可能ならしめられたが，市場機構
は汚染防止費用を企業負担コストとして内部化することを誘因するものでは
ないことによる。従って，かかる費用を内部化せしめるには，そこに法的措
置を講ずる必要性が生じてくる。
更にわが国の場合，環境汚染は過密化によっても深刻の度を増大させた。
過密化はわが国の地理的特性に依るところが大であるが，産業・人口が特定
地域に集中したことが，環境汚染の度を深める原因にもなった。
市場の攪乱は，昭和48年 (1973年）の石油危機を契機として生じた生活必
需物資の急速な価格上昇と品不足である。そこでは不公正な企業行動に対し
て厳しい批判の目が向けられた。
以上のような理由から，経済最優先への反省と企業の社会的責任を求める
声が高まり，それらをめぐる議論が活発になったが，その主要なものを拾い
上げると次の通りである。
昭和47年5月， 通産省産業構造審議会管理部会は「意見」として，「企業
(4) 
財務政策の今後のあり方」を発表した。その中で，同部会は，近時，公害問
題，消費者運動など企業を取り巻く制約要因の増大につれて，企業利益の極
大化という単一的な企業目標の追求ではなくて，企業成長の持続を基本とし
ながらも，社会的，公共的利益との調和を図りつつ，多様化しつつある企業
の利害者集団の利益を十分考慮に入れて，短期的目標から，長期安定的成長
という企業目標をめざした新しい経営理念が必要であるとの隠識のもとに，
今後の投資計画として，研究開発設備，教育設備，福利厚生設備，公害防止
設備など，短期的な利益を目的とせず，迂回的な効果をねらい，あるいは社
会的責任を果すための戦略投資の意思決定を合理的に行うことが必要である
旨の意見を表明している。
昭和48年7月，第71国会における商法の一部を改正する法律審議において，
衆議院法務委員会は「会社の社会的責任について，…所要の改正を行うこと」
(4) 通産省産業構造審議会管理部会「意見」「企業財務政策の今後のあり方」「企業
会計」 47年 7月号付録4頁， 6頁
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(5) 
との附帯決議をなし，それを受けて，昭和49年2月，参議院法務委員会は「大
規模な株式会社については，その業務運営を厳正公正ならしめ，株主，従業員
及び債権者の一層の保護を図り，併せて企業の社会的責任を全うすることが
できるよう，株主制度及び取締役会制度等の改革を行うため，政府はすみや
(6). 
かに所要の法律案を準備して国会に提出すること」との附帯決議をした。
昭和49年9月，日本経営学会はその第48回大会において，統一論題として
(7) 
「企業の社会的責任と株式会社企業の再検討」を設定し，議論を展開した。
その議論を要約すると次の通りである。
自由経済社会のもとで，企業は一方では人々の豊かな物的生活の形成に貢
献してきたが，他方では寡占価格，産業公害，環境破壊，資源浪費等を随伴
せしめてきた。今や企業には本来の経済的機能の遂行だけでなく，これらの
派生的に生ぜしめてきた社会的諸問題の解決に資することが，その社会的責
任として求められてきている。そこでは，企業は社会全体を構成する一つの
サプシステムとして，社会の変化に適応し，社会との相互作用を通して，維
持•発展する組織体でなければならない，というのがそれである。
昭和50年6月，法務省民事局参事官室は「会社法改正に閲する問題点」と
題して，関係各界に意見照会を求めたが，その中で「第一」として「企業の
社会的責任」を取り上げ，この問題を会社法改正に取り入れるべきであると
の意見があることに鑑み，会社法の体系上の取り扱い方について意見を求め
ている。また「第五株式会社の計算・公開」の項では，営業報告書の記載事
項を法定すべきか否かに関して，例示的に列挙した項目の中に「公害の防
止，消費者の保膜その他社会との闊係において生じた問題及びそれに対して
(8) 
講じた措置に関する事項」を挙げている。
(5) 第71回国会（昭和48年） 衆議院法務委員会附帯決議， 日本公認会計士協会編
「会計・監査史料」＇（同文館昭和 52年） 1525頁
(6) 第72回国会（昭和49年）参議院法務委員会附帯決議，前掲書1689頁
(7) 日本経営学会「企業の社会的責任」経営学論集45（千倉書房昭和50年）
(8) 法務省民事局参事官室「会社法改正に関する問題点」「企業会計」 1979年3月
号． 20頁， 24頁
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昭和51年1月，日本公認会計士協会経営委員会は「企業の社会的責任およ
び社会責任会計の制度化について」と題する論文を発表した。その内容は概
(9) 
略次のとおりである。
企業の社会的責任を問う世論の高まりの中で，公認会計士がこの問題に会
計問題として対応することの可能性と限界をあげ，実施可能な社会責任会計
制度の方向付けを提案している。その主たる構成は 1) 社会責任会計の現
状， 2) 社会責任会計の可艇性と限界，および 3) 社会責任会計制度の提
案から成っている。
1)では，硯在まで展開されてきた社会的責任論を①企業の社会的責任の
追求自体に関するもの，R行政機謁と企業活動の関係に関するもの，⑧企業
の社会的責任の測定に開するもの，の 3つの論点に整理して，社会的責任測
定については，環境会計という新しい会計領域の出硯をみるに至っていると
指摘する。その後，現在提唱されている社会的資任会計の諸方法の中から，
(10) 
代表的なものを取り上げて，それらはディスクロージュアーに重点を置いた
ものとデシジョン・メーキングに重点を置いたものとに分類できるとしてい
る。
以上のような社会責任会計に関する現状把握にもとずいて， 2)では企業
の社会的責任を，社会へのインパクトを適正ならしめることと，社会からの
ィンパクトに適正に対応していくことと定義し，もしそうしなければ，企業
活動そのものを阻害するようになる一連の行動と理解している。
このような定義と理解により，社会責任会計には社会的インパクトを会計
測定し，報告する領域と，社会的インパクト解消のために，限られた諸資源
を効率的に配分するのに役立つ経営意思決定情報を提供する領域の 2つがあ
るという。前者のディスクロージュアーの立場からは，計画と実績の達成状
況を開示して企業の信頼を高めることが必要条件であり，後者の経営意思決
(9) 日本公認会計士協会経営委員会「中間答申」「企業の社会的責任および社会責
任会計の制度化について」 JICPANews No. 220 1976年 1月号37頁ー46頁
(10) それらの内容，特徴，欠点について，簡単に要約した一覧表を同委員会は掲示
している（前掲書39頁ー41頁）。
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定の立場からは，社会的インパクトの評価とその解消のための経営構造改善
計画と管理計画の設定が必要条件であるとしている。
以上のような考察にもとずいて，次のような機能をもつ社会責任会計制度
を 3)では提案している。
① 企業と社会の間の社会的インパクトを現在および将来について評価す
る機能
③ このインパクトを解消するための経営行動を計画化する機能
③ その計画がどのように達成されたかについて評価する機能
④ その結果を適正にディスクローズする機能
かくして社会責任会計は次のようなステップにしたがって進められるとし
ている。
社会責任会計のステップ
↓
 硯在および将来について社会的インパクトの評価
を行う
↓ 
社会行動の目標とコストをリストアップする
↓ 
時間的変化を含めて優先順位を決定する
↓ 
長期経営計画と短期経営計画への盛り込み
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↓.  
実績の測定と計画通り実行されたかについての評価1
↓ 
営業報告書その他による「ィスクロージュア- |l 社会監査
以上，日本公認会計士協会の研究報告は，社会責任会計の研究が緒に着い
たばかりの情況のもとで，財務会計・管理会計双方の領域を包摂した，包括
的・休系的な格調高い研究成果といえるだろう。
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昭和52年11月，前述のように通産省産業政策局は「企業行動の現状と問題
点」と題する調査報告書を発表した。それは市民・企業双方の意識調査にも
とずいて，硯代企業は社会的責任の実践活動を続けるに当たり，次の4つの
(11) 
課題を緊急に実施に移すべきであるとしている。
① 社会的責任を踏まえた新たな経営理念に基ずき，実践体制を整備し，
社会的責任問題に関する社内的チェック・アンド・バランス機能を具備する
こと。
③ 市民の期待に応えて，適宜企業能力を積極的に活用すること。
⑧ 企業内容の開示を推進し，企業活動の不透明性の解消及び企業コンフ
リクトの防止を図るとともに，企業経営の実情について，市民の理解を深め
ること。
④ 産業と社会の対話を積極的に推進し， 企業と市民が相携えて， 「連帯
と協調」の社会の形成に努めること。
以上，企業に対して社会的責任を求める主要な見解を紹介してきた。企業
が社会的責任を要求されるのは，端的にいえば，財・サービスに対する所有
関係は私的でありながら，その生産活動は社会的影響を有するという企業活
動の二元性に存しているが，今や企業のこのような「私経済性と社会性の二
(12) 
つに着目した新たな企業像が生成しつつある」といわれている。
ところで，企業に対する社会的責任を求めるこのような声の高まりに対し
て，企業はどのような対応を示しているのであろうか。次にこの点を追って
いこう。
2) わが国における企業の対応姿勢
わが国では，通産省実態調査によれば，前項で示した企業が実践すべきで
あるとして，市民間で合意に達している社会的責任諸項目の殆んど全てにつ
いて，企業の側でも実践の必要性について高い合意を示している。しかしな
がら，企業能力の社会的活用の実践必要性については，市民意識と企業意識
(11) 通商産業省産業政策局前掲書140頁
(12) 前掲書 134頁
環境情報の開示と会計責任 (I) （松尾） （439)55 
との間にかなりの開きがあり，企業は市民が求めるほどには実践の必要性を
(13) 
意識していない，という結果が現われている。この調査に判明したような意
識にもとずいて，企業は現実に社会的責任を遂行しているのであろうか。企
業に対して社会的責任を求める声が高まった昭和45年頃に遡って，この問題
に対する企業側の対応を追うことにしよう。
「環境問題に対処する企業経営のあり方」
わが国では，昭和46年9月に財界として初めて，公害問題に関する基本的
考えをまとめた「環境問題に対処する企業経営のあり方」を，大企業のトッ
(14) 
プ経営者20数名からなる財界の実力者集団，産業問題研究会が発表した。そ
こでは現境問題に対処する産業界の硯状認識から出発して，企業による環境
破壊防止活動の指針，「環境科学センクー」の設置構想， および長期的観点
にもとずいて「シンククンク」に検討を依頼すべき事項からなる諸対策を提
言している。焦点は前二者に置かれているので，それらを中心にその内容を
簡単に紹介しよう。
まず最初の現状認識については，、「環境問題にたいする経営の姿勢」と題
し，←) 環境問題が意味するもの9 (::) わが国における環境問題の特殊性，
回 企業は環境問題をいかに受け止めるぺきか，に分けて検討している。
臼では，環境破壊が急速に問題化した理由として，（1) 工業化，都市化の
進展による喋境破壊の著しい進行が人間生活の危機，あるいは人権の将来へ
の危険として感じられる程度にまで達したこと，（2) 所得水準，生活水準の
上昇に伴ない，人々の欲求や価値観に変化が生じてきたことをあげている。
(::)では，わが国環境問題の特殊性として，（1) 狭濫な国土のもとでの旺盛
な経済活動による超過密社会，（2) 重化学工業化，（3) 人口，経済活動の特
(13) 前掲書 71頁ー72頁
(14) 産業問題研究会環境問題委員会「環境問題に対処する企業経営のあり方」「都
市開発」 1971年11月号 90頁ー99頁
因みに，同研究会は当時，木川田東京電力会長を代表世話人として，植村経団連
会長，桜田日経連代表常任理事等，わが国経済界首脳20数名から成る実力者集団
であった。
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定地域への集中，（4:) 社会資本の整備の遅れ，およぴ (5) 日本人の意識構
造における他人の権利を尊重する観念の欠如を挙げている。
回では，企業の成長と利潤の拡大をひたすら追求して手段を選ばないとい
うような経営姿勢が許されないことはいうまでもなく，今後は環境破壊を生
じない企業活動の可能性を経営のすべての面にわたって追求せねばならない
として，具体的には，企業に対する社会の要請の変化を予見し，自らに起因
する環境破壊を自己責任をもって防除するのみならず，未知の環境破壊源に
ついても研究して害の未然防止に努力し，またこれまでに集積した環境破域
の改善に積極的に取り組むべきであって，その意味で，環境破壊防止につい
ての企業の社会的責任は，単なる法規制の遵守よりも広いことを産業界は認
識しなければならないとしている。
このように企業が環境問題の解決に向って積極的に責任を引受けなければ
ならないことを強調するに際して，環境問題の解決には，すべての人々が各
々人類が地球生態系の一員として，その微妙な均衡の中に生存していること
を隠識して，自己の役割と責任を自覚し，これを果すべく努めることの不可
欠なこと，および政府，地方自治体による対策のシステム的・計画的推進，
社会資本の整備，技術開発の促進，利害の調整等，果すべき役割が重要なこ
とを前置きしている。
以上のような現状把握にもとずいて，企業による環境破壊防止活動の指針
を以下のように示している。
1. 環境の破壊防止と改善についての積極姿勢を経営方針として明確に打
ち出す。
2. 環境破壊防止のための社内組織を整備する。
3. 環境破壊防止対策の専門家を育成するとともに，一般従業員の環境問
題についての意識の向上と環境破壊防止についての知識・技能の向上をはか
る。
4. 環境破壊防止のための管理活動を総合的，計画的に行う。
5. 環境破壊防止のための研究，技術開発を積極的に進める。
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6.環境破壊防止の観点から関係会社，協力会社との関係を点検し，協力
態勢を強化する。
7.今後，廃棄物による環境破披の問題がますます大きくなると考えられ
るので，あらゆる角度からその対策に取り組む。
8.地域社会における環境破壊防止活動に積極的に参画するとともに住民
との相互理解の促進をはかる。
9.各種の業界が業界全体の協力により，また適当な場合は他の業界と協
力して環境破壊防止活動を進める。
10.環境破壊防止に関する企業の決意，方針，活動状況などについて社会
各方面の隠識と理解を得べく努力する。
以上10項目の指針各々について，具体的対応策を相当詳細に例示してい
る。
最後に，長期的観点から「シンククンク」に検討を依頼すぺき事項とし
て，いくつかの重要な問題の検討を提言しているが，その中で社会的努力を
反映するような企業業績評価指標の検討の必要性を提言している点が，会計
の観点から特に興味深い。この問題は環境問題に取組むに際して，会計上解
決すべき最も重要な問題であると同時に，最も困難な未解決の問題であるか
らである。
以上，本提言はわが国財界を代表する首脳者による見解だけに，環境問題
に取組む企業の姿勢に大きな影響を及ぽしたであろうことが，後に示す経団
連の実態調査から窺われる。
「社会と企業の相互信頼の確立を求め」等
その後産業界の団体としては，経済同友会が昭和48年 3月に「社会と企業
(15) 
の相互信頼の確立を求めて」と題する報告書をまとめているっその構成は，
I．企業環境の変化と企業行動のあり方，およぴIl．企業責任遂行への具休的
方策の展開ー企業・各業界団休による自主的行動ーから成っている。 I で
は，国民の価値観の変化，企業活動にもとずく環境汚染等社会的諸問題の惹
(15) 経済同友会「社会と企業の相互信頼の確立を求めて」昭和48年3月16日
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起，それらの反省の上に立った，単なる利潤追求を超えて，社会的目標との
調和の実現に向けての積極的努力の必要性等，変りゆく企業環境の現状慰識
とそれにもとずく企業行動のあり方を提言しており，これまで紹介してきた
他の諸団体と同一の問題駆識に立っている。そこで，この問題はこれ以上詳
論せずに9 ]Iとして提示している具体的対応策を取り上げることにする。
同報告書は次のような具体的方策を提案している。
1． 営業報告書の刷新
営業報告書の望ましいあり方として，次頁のようなモデル試案を提示して
いる。
試案の特徴が「社会的領域における活動報告」にあることはいうまでもな
い。その内容は，後述の通産省産業政策局企業制度研究会による事業報告書
実態調査分析から明らかなように，わが国企業が現在公表している営業報告
書と比較して，数段充実している。しかしながら，それにもかかわらず，ゎ
が国公認会計士協会経営委員会が前記の論文の中で指摘しているように，定
(16) 
量的測定を中心としていない点で十分であるとはいえない。
2 企業外部との対話の＂場”の設定
具体的には，①担当役員を起用して，地域社会との意思疎通のIJ滑化や消
費者との間に生ずる問題解決に努めること，および⑨地域社会の発展に不可
欠な各種施設の整備や地域の緑化問題に積極的に協力するため，関係者を含
めた委員会の設置を提案している。
市民との対話については，前記の産業問題研究会がシンクタンクヘの検討
(17) 
依頼事項の 1つとして挙げていたが，経済同友会の提案はそれを具体化した
ものである。
3. 社会的責任費用吸収へのコスト情報の整備
ブリヂストンタイヤの CIC会計 (Accountingfor Cost-Improvement-
Cost)を例に取り上げて，経営者の的確な行動決定に有用な情報提供に際し
(16) 日本公認会計士協会経営委員会前掲稿 20頁， 40頁
(17) 産業問題研究会前掲稿 99頁
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日本における望ましい営業報告書のモデル試案
◎会社概要（会社の性格，沿革など）
◎当期営業実績の概要（表をわかり易く）
◎株主に対する挨拶（より充実したもの）
0国内外の経済・社会環境変化に対処
した経営努力
0当社にとって社会的責任遂行が持つ
意味の説明
◎会社機構の説明
0役員の紹介（担当職務など）
0 （上級職員の紹介）
0本社組織
0工場・事務所・営業所
0関連会社
◎事業報告
0受注，販売，収益など
0事業部別，工場別，製品別，関連会社別
0合併，子会社設立など
0新規役員，合理化投資など
0新製品など
◎製品サービス紹介
◎研究開発
◎社会的領域における活動報告
1.公害・環境問題
0企業の公害・環境問題に対する構
え（組織設備等）
0規定環境基準値の明示とその達成
度
0公害防止技術に関する研究開発体
制
0資源の再利用努力
0原料転換努力
0 苦情処理努力
0 工場の緑化努力
。地方自治体との協力体制の状
況
2.地域社会問題
0地域住民との対話努力
0地域に対する雇用機会の提供
。地域住民への病院・医療施設の
開放
0 運動場・プールなどの厚生施設
の開放
0 地域教育機関への財政援助
。地域教育機関への場所・人材の・
提供
。地域社会文化の保膜・育成への
協力
0 地域開発への努力
3.対国民社会経済
0国の経済政策の目標への協力貢
献
0 教育基金の設置とその実績
。文化諸活動の主催
0 廃棄物化した自社製品回収への
努力
4.消費者問題
0商品の安全性確保のための研究開
発体制と開発成果
0サービス，アフクーサービスの実
施状況
0 苦情処理の状況
0 商品の性能改善の説明
0 商品価格変動の場合の説明
5.従業員問題
0従業員の教育・能力開発等に対す
る取り組み
0労働条件（含：高年令問題）
0労使協調の状況
。福利厚生施設（含：託児所等）
0 余暇の活用状況
◎詳細な財務諸表とそれに関する丁寧な説
明
0時系列的展開（過去5年程度）
0概活財務諸表説明文の挿入
0財務諸指標の展開（生産性推移，
付加価値分析，株価収益性など）
0連結財務諸表作成企業は併せ報告
0資金運用・調達に関する資料
0公認会計士の監査
◎その他
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て，吸収すべき社会的責任費用が盛り込まれたコスト情報が整備されておら
なければならないことを提唱している。しかしながら，このためには，形態
別分類を中心とする硯行会計上の原価分類休系を，機能別あるいは目的別分
類を主体とする休系に改訂しておくことが先決条件であり，環境保全活動に
関する企業の実態を測定・伝達するには，このことが必須条件である。
以上のほか，同報告書が提案している具体的な方策は次の 3項目である。
4. 技術点検体制の整備。
5. ＂働きがい'’ある職場づくりと余暇時間の増加。
6. 業界団休の機能の強化。
ところで経済同友会は，上記報告書の発表の 1年前に当る昭和47年4月
に，米国の経済開発委員会(Committeefor Economic Development : CED) 
が発表した「企業の社会的責任 (SocialResponsibilities of Business・ Cor-
(18) 
po rations)」を翻訳・刊行している。それは，企業が市場において機能する
経済的組識としてのみならず，同時に，より広い社会全体の中に生きる社会
的組織として，社会環境の改善に積極的に責任を遂行していくことが求めら
れている情況のもとで，企業は「啓発された自己利益」の原則を行動指針と
する必要がある旨を提唱している報告書である。
同報告書は，この原則によれば，企業の自己利益は企業がその不可分の一
休をなしている社会全体の福祉と密接不可分の関係にあることを当該企業は
認識して，その企業はその競争能力を維持できる範囲内で，社会の諸問題に
敏感に反応し，対決に至る以前に必要な行動をとることが，企業の自己利益
を最もよく生かす道であることになるとしている。ところがこの場合重要な
問題は，企業が社会的責任を遂行するに際して，依拠する社会指標も，遂行
した責任を測定する技術も開発されておらないこと，また硯在の企業会計や
報告制度には，企業の社会的責任を測定する方法がないことにあるとして，
そこで企業は自らの行うべき社会活動の全範囲にわたって，たとえば大気や
(18) 米国経済開発委員会著，経済同友会訳本「企業の社会的責任」 （鹿島出版会
昭和47年）
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水質の基準のような，ある程度の実休のある目標を設定して，株主に対する
財務指標とともに明示し，目標の達成度を示す確定的な測定値を関係方面に
報告することを提唱しているのである。
前記の産業問題研究会とならんで，わが国有力企業のトップ経営者から構
成されている経済同友会も，企業の社会的責任問題の解決を目指して，この
ように積極的に活動しており，これらの活動は個々の企業に相当の影響を及
ぼすものと思われる。
社会的責任実践に向けての企業の動向
経済団体連合会でも，昭和48年5月28日の総会決議で企業の社会的責任問
題をとりあげ，公害防止，地域社会との融和，消費者の信頼確保等のため
に，企業の内部組織においてこの問題に対する責任休制を確立するように要
請し，同年8月1日付をもって，法人会員756社，団休会員107を対象にアン
(19) 
ケート調査を実施している。
法人企業に対する調査項目は， I.社内責任体制， n.従業員教育，直．対
話， 1V.社会的責任の諸対策， v.社会への貢献，およぴ企業の社会的責任
に関する経営者の見解から構成されている。
(20) 
調査結果によると，回答数403社のうち，ほぼ90彩に相当する36況tが社会
的責任を考慮に入れて個々の事業活動を行っており，担当役員の設置につい
て，公害・環境改善対策，消費者対策，およぴ地域社会対策別にこれをみる
と，公害・環境改善対策担当役員を設置している企業が最も多く，全回答数
の57.3%, 231社がこの担当役員を設けている。なかでも，バルプ・紙，化
学，ガラズ・土石製品，鉄鋼，非鉄金属といった環境を汚染しやすい業種で
は90彩以上に及んでいる。
次が地域社会対策の 42.3彩， 171社とっているが，これを担当役員の設置
ではなく，対策別についてみると，地元住民を社員として採用している企業
(19) 経団連事務局「企業の社会的責任についての実態調査」「経団連月報」昭和41
年10月号一昭和49年5月号
(20) 前掲調査昭和48年10月号 54頁ー61頁
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が全回答数の81.4％に達しているのをはじめとして，運動，文化，医療施設
の改善のため企業保有施設の一般開放，住民使用を目的とした施設の建設，＇
市町村の建設計画に対する資金援助の70.9%，地元業者に対する工事資材，
施工の優先的発注の70.2彩，地元行事に対する人材派遣，資材提供の69.2彩
等，地域住民との融和への着実な努力が窺われる。企業能力を社会的に活用
して，地域社会との融和を図ることへの実践必要性に関する企業側意識の度
合は，通産省調査では低い結果が現われていたが，現実の実施状況について
みると，この経団連調査では高い結果が現われており，意識の点で低い調査
結果が示されていた通産省調査でも，実施状況の点では，経団連調査と同
(21) 
様，高い結果が硯われている。
最も低い担当役員設置項目が消費者対策の35.2彩であるが，食料品，電気
機械，輸送機械という最終需要者に直結した製品を扱っている業種では， 80
彩以上の企業が苦情・アフクーサービスに応ずる組織，製品の安全性チェッ
ク・安全規準を研究する組織，広告・宣伝の妥当性をチェックする組織の各
々を設けている。
社会的責任の実践に積極的な姿勢が窺われうる他の項目としては，社内向
出版物，講演，および揚示板による呼び掛けと研修教育過程への講義・討論
項目の織り込みによる従業員の社会的責任意識高揚のための教育が，それぞ
れ64.8％と53.1％であること，および教育文化事業への寄付によって社会に
貢献している企業が87.1彩で達していることが目につく。
以上の経団連実態調査によるかぎり，企業の社会的責任を求める世論が頂
点に達した昭和45年以後， 48年9月の時点では上記のような諸項目について
は，かかる世論に対して相当積極的に取組みつつある姿勢が推察されうる。
しかしながら，同アンケート調査によれば，地域住民・消費者との対話を含
めて，対話に関する諸項目については，前記の産業問題研究会や経済同友会
の提唱，更には通産省実態調査に示された企業自身の側での実践必要性に対
する高い意識にもかかわらず，低調な結果がでている。しかしながら，通産
(21) 通商産業省産業政策局前掲書 71頁ー72頁
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省の昭和52年3月の調査によれば，地域住民との対話実施状況は殆んどの業
種で半数を超え，対消費者については一般に低いが，その中で電気・ガス業
(22) 
界は全企業が地域住民，消費者のいずれに対しても対話を実施している。し
たがって，昭和48年の経団連調査以後，石油危機を契機として，、企業側でも
地域社会との対話を重視する方向で努力しているものと思われる。
経団連による法人企業へのアンケート調査の最後として，企業の社会的責
(23) 
任に対して，経営者は次のような見解を表明している。
1. 企業の第1義的責任が，財・サービスの安定供給にあることは将来に
おいても変わらないが，その過程で生じる公害や環境破壊については絶対に
回避し，そのために経費の大幅増大だけでなく，テクノロジー・アセスメン
ト，更に社内責任体制を確立すること。
2. 企業も国家や個人と同じく社会の一構成員である以上，地域社会等社
外の集団に対してマイナスの影響を与えることがあってはならないこと。
3. 企業の責任と政府・個人の責任の範囲を明確にすること。
4. 政府，自治体の政策は環境基準の設定等場当り的なものが多い。長期
的な視野に立った政策を実施すること。
以上のような個々の企業レペルでの社会的責任遂行に向けての対応のほか
に，.各種業種別団体においても，対策を検討，実施しているが，その中心問
題は公害防止，廃棄物処理といった環境保全対策である。経団連調査によれ
ば，昭和46年から調査年度の昭和48年までに講ぜられた主なものは次の通り
(24) 
である。
日本鉄鋼連盟： NOx対策強化のため， NOx対策本部の設置とともに，
（財）鉄鋼業窒素酸化物防除技術開発基金を設立
日本電気工業会： PCB処理のため，（財）電気ピーシービー処理協会を設
立
(22) 前掲書 96頁ー97頁
(23) 経団連事務局前掲調査昭和48年10月号 58頁
(24) 前掲調査昭和48年11月号 60頁
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電気事業連合会：①燃料の低硫黄化対策，③排煙脱硫装置の開発，③火力
電源立地対策を骨子とする公害防除刷新策を公表
（社）プラスチック処理促進協会の設立：石油化学工業会，塩化ビニールエ
業協会，およぴ日本プラスチック工業連盟を中心に，廃プラスチック処理技
術の研究開発を目的として設立された。
軽金属製練会：アルミナ製造過程で生じる赤泥の有効利用のための共同研
究委員会を設置
軽金属協会：シラスの有効利用を図るため，軽金属複合材技術研究組合を
設立
日本ゴム工業会：廃クイヤ処理委員会を設置
アルミ缶製造業会：全国アルミニウム缶回収協会を設立
以上の経団連調査ならびに前記の通産省調査から，財・サービスの安定供
給という企業本来の基本的機能を別にすれば，業種によって社会的責任の範
囲・解釈が異なり，それに応じて各企業はそれぞれに開係の深い領域で社会
的責任の遂行に努力しているといえよう。しかしながら，組織的対応につい
ていえば，一部の企業に積極的な実践の姿勢は窺われるものの，担当役員設
置率を取り上げた場合，それが担当組織の設置と必らずしも一致しないとは
いえ，最も高い公害・環境改善対策でも57.3%，消費者対策では35.2%にす
ぎないように，一般的には，現時点での企業における社会的責任実践のため
(25) 
の機構，組織は必らずしも確立しているとは言い難い実情にある。
以上，企業に対する社会的責任の実践化への要求とそれに対応する企業の
動向を，経済界首脳の提言，実態調査報告書等，出来うる限り現場の生の意
見を反映した資料にもとずいて追求してきた。今日，企業に対する市民の要
求は非常に多様化し，企業が広範囲な問題に自発的に取り組むことを期待し
ている。それは一言でいえば，企業が社会の一構成員として行動することを
求めているといえよう。言い換えれば，企業がこれまで社会的責任を自覚す
ることなく，社会に負担せしめてきたコスト，すなわち社会的費用の内部化
(25) 通商産業省産業政策局前掲書 79頁
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(26) 
を求めているといえよう。企業もそのような要求に応じ，実践化に向けて努
力しようとしていることが，これまでの資料から明らかになった。しかしな
がら，社会的責任の実践に向けての企業によるかかる努力にもかかわらず，
その努力が一般市民の十分な理解を得るまでに及んでいないのは，対話の促
進，とりわけ企業の自発的創意・エ夫にもとずく報告書として，その努力が
開示されていない点に大きな理由があるといえよう。通産省実態調査が指摘
するように，「企業機密を楯にして， 徒に， 不透明さの拡大をもたらすこと
(27) 
は，厳に慎むべき」なのである。
反面，企業は利潤なくして存在しえない組織体であり，その点で公共法人
や慈善団体とは異なる。企業が社会的責任を遂行するとしても，利潤追求と
いう企業の基本的機能を蔑ろにして実践するわけにはいかない。現在，企業
（に求められているのは，企業がその基本的機能を遂行しつつも，いかに社会
的責任を果していくかである。そして，この社会的責任問題の端緒となり，
中心となっているのが，公害防止，廃棄物処理といった環境改善上の諸問題
であることが，これまで紹介してきた諸機関，諸団体の意見から明らかであ
ろう。そこで次項では，この問題の重要性を今少し検討しよう。
3) 企業の社会的責任における環境保全対策の意味
前 2項では，企業の環境改善対策に限定することなく，広く社会的責任に
焦点を当て，市民から企業に対する要求と，それに対する企業の対応姿勢の
聡識に努めてきたが，次節以後では焦点を絞って，企業の社会的責任のうち
環境問題を取り上げることにする。そこで本項では，考察の対象をこの問題
に限定する理由を明らかにしておこう。
1. 環境問題が企業の社会的責任問題の発端であること。
ブリヂストンタイヤ元副社長，故成毛収ー氏が自認されているように，企
(26) カップによれば，社会的費用とは第三者あるいは一般大衆が，私的経済活動の
結果蒙るあらゆる直接・間接の損失と定義される (K.W.カップ著篠原泰三訳
「私的企業と社会的費用ー現代資本主義における公害の問題ー」 （岩波書店 昭
和34年） 15頁）。
(27) 通商産業省産業政策局前掲書 138頁ー139頁
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業の間で成長率至上主義を反省して，社会的責任遂行への自覚を芽生えさせ
る大きな糸口を与えたのは「大気・水質の汚染，騒音，廃棄物等，いわゆる
(28) 
公害問題が経済の急成長にともなって露呈してきた」ことにある。このこと
は，昭和30年代における技術革新，重化学工業化の推進による高度経済成長
政策によって，一方では消費生活が急速に充実する傾向を示しながらも，他
方では全国各地に公害による健康被害が発生し，そのことが40年代前半にお
ける公害・環境汚染に関する企業コンフリクトの全国的発生を惹起したこと
が，消費生活の質的変化，多様化と相侯って，その後の企業に対する社会的
(29) 
責任の要求の高まりに結び付いていったことから明らかである。企業の社会
的責任が会計上の研究対象として取り上げられることに動機を与えたのは，
(30) 
このような事情にもとずく公害・環境問題なのである。
2. 種々の社会的責任事項の中で，企業によって最優先的に実践されるべ
き事項であるという点で，市民・企業双方の間で合意に達しているの
が，公害防止，廃棄物処理といった環境改善項目であること。
通産省調査に硯われているとおり，環境改善対策は，市民・企業双方の意
(31) 
識共，その実践必要性について最高度の合意に達している。このような傾向
は，日本能率協会が企業，労働組合，地方自治体及ぴ消費者団体に対して実
施した「企業の社会責任」に関するアンケート調査でも， 4者が共に企業が
果すべき当然の責任として肯定した項目が， 「環境を汚さない」， 「汚染した
り，破攘された環境を旧に復する」，「工場内，工場周辺の緑化，公園化を積
(32) 
極的にする」という現境関連3項目だけであるという点にも現われている。
3. 企業の公害防止投資が相当多額に達していること。
(28) 成毛収ー著「企業の社会責任一‘‘利潤優先＂を問い直す」 （日本経済新聞社
昭和45年） 100頁
(2̀9) 通商産業省産業政策局前掲書 172頁ー173頁
(30) 吉田寛著「社会責任ー会計学的考察ー」 （国元書房 昭和53年） 6頁
(31) 通商産業省産業政策局前掲書 47頁， 66頁
(32) 日本能率協会「複合責任会計制度の実務的研究レポート」昭和50年3月 118頁
本レボートでは， これらの環境関連項目はそれぞれ「環境保全」，「環境復元」，
および「環境創造」と分類されている。
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環境問題に対する意識の高まりの中で，大気，水質，騒音，廃棄物等の規
制に関して，種々の規則・条例が施行され，それにしたがって企業の公害防
止設備投資も次表のように相当多額に達しており，そのことは企業負担コス
トのうち，公害防止設備維持管理費等の公害防止費用が占める割合が軽視し
(33) 
えないほどに増大していることを意味している。
このような背景のもとに，黒澤清教授も以前に公害問題に対する会計学的
接近を試みることが，現代会計学にとって重要な新しい課題となりつつある
と指摘された際に，企業の生産活動が環境に及ぼす外部不経済に公害の経済
公害防止設備投資額及び
年度
業種 I 46年度 47年度 48年度 49 投資額 I比率投資額 I比率投資額 I比率投資額
全 業 種 3,057 7.6 3,311 8.6 5,147 10.6 9,170 
鉄 鋼 690 8.9 859 13.4 1,030 17.3 1,671 
石 油 580 15.9 462 14.5 611 18.5 1.451 
火 力発 電 493 13.5 675 22.9 726 26.4 1,417 
紙・パルプ 235 18.6 200 16.5 380 22.1 522 
非鉄金 属 122 10.4 187 11.0 135 8.4 241 
化学（石油化学を除く） 222 9.0 229 11.1 725 17.1 1,600 
機 械 176 2.7 207 3.3 365 4.0 528 
石 油化 学 131 6.4 118 12.3 250 15.7 574 
鉱業（石炭を除く） 193 18.0 155 17.1 293 24.4 380 
織 維 49 3.7 90 7.8 132 10.1 206 
セ メ ン 卜 42 8.2 80 13.6 159 11.2 213 
窯業（セメントを除く） 42 11.1 31 2.3 94 9.9 181 
都 市 ガ ス 15 1,4 31 2.4 35 2.3 174 
石 炭 5 2.2 7 3.3 ， 4.0 12 
雑 貨 7 3.2 15 3.5 53 8.6 70 
建 材 ， 2.2 25 5.9 32 5.9 26 
電力（火力発電を除く） 47 0.7 63 0.7 117 1.1 112 
（注） 46年度については資本金5,000万円以上， 47年度以降はほ鉱業を除き 1億円以上を対象として
（出所）通産省産業政策局「主要産業設備投資計画昭和53年版」
(33) 通商産業省産業政策局「主要産業の設備投資計画 昭和53年度版」 270頁
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的意味をもとめるとすれば，社会会計的見地と企業会計的見地があるとさ
れ，後者の観点による場合，公害問題へのアプローチは公害に関する社会的
費用の内部転換による新しい原価計算システムの形成と，企業による公害管
理情報の外部伝達システムの形成との 2つの方法をとることになるとして，
たとえば汚染物質の工程別発生量の分析や，廃棄物の発生量とその処理費用
(33) 
の把握を可能にするようなシステムの構築を提唱された。
以上の考察から，企業行動が環境に与えるインパクトは，会計上無視しえ
ない要因であることが理解できた。しかしながらこのことは，これまでに判
公害防止投資比率の推移（工事ペース）
（単位：億円）
年度 '50年度 51年度 52年度 53年度
（実綾見込） （計 画） （計 画）
比率投資額比率投資額I比率投資額 1比率投資額比率
15.6 9,645 17.7 7,819 13.5 4,190 7.2 3,491 5.5 
18.6 2,091 18.4 2,654 21.1 827 11.5 655 11.2 
32.6 1,720 41.7 550 31.4 146 5.9 200 4.4 
44.7 1,726 47.1 2,260 44.0 1,630 35.1 1,405 24.7 
22.8 416 22.7 251 17.6 150 9.1 99 7.8 
12.1 203 14.7 138 15.0 151 18.2 60 10.9 
29.1 1,443 32.8 607 17.6 270 8.7 . 185 6.6 
5.5 369 5.2 330 3.5 285 2.5 301 2.7 
18.9 609 18.4 285 13.8 175 9.9 83 7.1 
32.9 409 37.9 364 37.6 183 26.2 103 19.9 
13.7 243 20.4 74 7.4 32 4.0 12 2.5 
17.4 138 15.6 68 12.2 89 11.4 114 12.4 
10.2 55 10.2 29 8.2 26 5.8 32 7.7 
4.0 64 2.1 37 1.5 28 1.1 37 1.3 
2.5 26 8.2 12 2.7 ， 2.1 10 2.1 
9.4 14 9.1 11 4.9 10 3.7 8 2.7 
4.7 12 7.2 17 4.4 25 6.1 11 3.2 
1.0 108 1.1 133 0.9 153 0.8 177 0.7 
いる。なお，投資額については対象企業数が年度1こより異なるので単純比較は難しい。
(34) 黒澤清稿「硯代会計学の新しい課題」「企業会計」 1972年7月号 13頁
環境情報の開示と会計責任 (I) （松尾） （453)69 
明した事実をもって，喋境問題を会計研究の対象とするに必要かつ十分な論
拠であるということを意味しているわけではない。その事実は必要ではある
けれども，ある領域が会計研究の対象となるには，そのほかにそれ相当の概
念装置が用意されておらねばならない。より端的に言えば，会計理論を形成
するフレームワークの中で，当該領域を受け入れるに足る会計目的概念が予
め用意されていて，かかる会計目的概念との関連から，当該領域を会計研究
の対象とするか，否かが規範的に決定されなければならないからである。そ
こで次節では，環境問題に対して会計学的接近を試みるには，いかなる会計
目的概念が準備されておらなければならないかを検討することにしよう。
（つづく）
